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価値観

■創立者の想い

１．１ １．２

健康で文化的な生活を提供したい（1917年）
「衛生的な陶器の便器を普及させることは、必ず社会の発展に貢献する」
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初代社長大倉和親から二代目社長の桃木三郎に送られた書簡の中に記された言葉

■先人の言葉

百年以上にわたって受け継いできた創立者の想いや精神は
経営の根幹、ものづくりやサービスの原点
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価値観

社是（1962年) 企業理念（2004年）

ビジョン

ミッション

■TOTOグループ企業理念体系
■グループ共有理念

■事業活動ビジョン ①強く
お客様視点に立って、世界のどの会社にも
負けない事業体質やブランドを持つ
“強い会社”を目指します

②明るく
TOTOで働く皆が生きがいや・やりがいを感じ、
お客様とも十分なコミュニケーションが図れる
“明るい会社”を目指します。

③美しい
高い倫理観を持って、社会から絶対的な支持を
受けることができる透明性のある“美しい会社”を
目指します。

１．１ １．２
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ビジネスモデル

中期経営計画
TOTO WILL2022

TOTOグローバル
環境ビジョン

経営とCSRの統合 研究・開発 調達～生産 物流～販売～AS

バリューチェーン

強み １
デザインと機能の高度な融合

3つの
マテリアリティ

強み ２
独自の技術による新たな価値創造

強み ３
高度な生産技術とグローバルな生産体制

強み ４
高品質な商品とサービスの提供

強み ５
ステークホルダーとのリレーション

マーケティング革新
デマンドチェーン革新
マネジメントリソース革新

きれいと快適
環境
人とのつながり

投入する資本

財務資本
知的資本
製造資本
人的資本

社会・関係資本
自然資本

経済価値

ステークホル
ダーに提供し
た価値

コーポレートガバナンス

創造した価値を資本へ

3つの全社横断
革新活動

◆TOTOグループ価値創造モデル

２．１．１ ２．１．２
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ビジネスモデル

■日本市場における主要商品シェア

■セグメント別売上高（2020年3月期） ■主要市場、商品別売上高（2020年3月期）

◆衛生陶器生産ランランキング 「Ceramic World Review」2018年集計データより

海外住設市場においては
衛生陶器を主軸とし
単独ブランドによる拡大

国内住設ではレストルーム
水栓機器のシェアが高い

国内住設事業の売上高比
率が約7割を占める

２．２．１ ２．２．３
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ビジネスモデル

1980年発売
世界累計5300万台販売
各国認証対応

高デザイン自動水栓
自家発電機能付
吐水口に小型高感度センサ

電解除菌水付
表面超平滑技術
トルネード洗浄

◆デザインと技術の融合

欧米中キッチン＆バスショー、各国の技術展等に参加、世間や他社動向を見ながらも独自技術（製品・生産）を研鑽

２．１．１ ２．１．３
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ビジネスモデル
◆ステークホルダーエンゲージメント

TOTO

ショールーム

お客様

TOTOメンテナンス

販売子会社

代理店

ゼネコン等

住宅会社等

水道工事店

リモデルクラブ

家電量販店など

長年培ってきた強固な国内のバリューチェーン
BCPを意識したサプライヤーとの強固な関係
お客様へ商品・サービスを届ける豊富な販売網

■国内販売網 簡略図 （バリューチェーン）

３．２ ４．２．３２．１．２
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持続可能性・成長性
◆ESGに対する認識

ESG各課題に対し、CSR委員会のもと各分科会を設立
各目標を設定、統合報告書にてステークホルダーに結果を開示

【参考】CSR経営に対する外部機関からの評価CSR委員会の推進体制

３．１
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持続可能性・成長性
◆事業環境の変化とリスク

リスクマネジメント推進体制

様々なリスクを想定、発生頻度×影響度を加味リスクマップを年次更新
発生した場合にはクライシスとし、レベルA~Cに合わせた対応をとる

リスクマップ

※クロスボーダーリスクについては現時点でなし

３．３
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戦略
◆バリューチェーンにおける影響力強化

■日本市場における主要商品シェア

■セグメント別売上高（2020年3月期）

■主要市場、商品別売上高（2020年3月期）

事業拡大の方向性

◆日本市場
・リモデル需要創造
・高シェア商品については更なる付加価値商品を投入
SDGｓに貢献する空間提案
アフターコロナにおける非接触商品、抗ウイルス商品
・低シェア商品については高シェア商品を軸とした売上拡大
または投資継続の見極め
・セラミックについては好調、核となる事業へ育成
・環境建材はコロナ対策商材での拡大を目指す

◆海外市場
・衛生陶器を軸としてWL、水栓機器の販売を拡充
・高級著名物件納入継続にてブランド構築を進める
・中ア市場ではハイエンドがターゲット
・米欧市場ではWLの販売が好調

４．１ ４．２．３
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戦略
◆人的資本への投資 ◆技術（知的資本）への投資

2014年より世界各拠点ERPシステムの統一推進中

日本工場を皮切りにビックデータ活用、DX構想
個体識別によるトレースアビリティ
良品生産条件の確立
開発LTの大幅な短縮 等

多様な人財が活躍できる「働きやすい・働き続けたい」会社に

IoT製品研究開発（WELLNESS TOILET)

４．２．１ ４．２．２
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戦略

◆成長加速の時間短縮◆組織

旺盛な需要に応えるべく一部の付加価値の
小さい商品については委託生産を検討

衛生陶器の技術力に加え、デジタル技術の
革新をオープンイノベーションで進めていく

◆WELLNESS TOILET

著名雑誌 WIREDではThe BEST of CES2021
の「Best in Health」に選出

国内のリモデル需要の創造を加速するため
ダイキン、YKKとの提携を推進

・国内においては製造-販売-工事のSCに対応した子会社に加え
コーポレート、新領域関連の子会社を設立
・海外においては4リージョンに統括会社を置きそのエリアを管理

４．２．４ ４．２．５
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戦略
◆ESG・社会課題の戦略への取り組み

新しい生活様式に対応した、TOTOだからこそできる役割を果たし
CSRと経営の更なる統合を図り、SDGsに貢献していく

４．３
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戦略

東陶福建 第二工場 TOTOベトナム 第四工場

・QCDに加え近年ではS(安全)、E(環境)を
上位概念として生産拠点を拡大している
（賛否あるがほぼ自前にて設計・建設）
・製品がSDGsに貢献している一方で窯業での
性質上CO2、NOx、Soxを排出している
中長期課題として全拠点で対応中

◆経営資源・資本配分

大型投資については中長期計画に基づき
キャッシュアウト、増営業利益ベースにて
各事業部毎に申請
全社投資審議委員会にて審議

実行の際には決裁基準に応じ
経営会議や取締役会に上程

◆2019年度投資案件

◆生産拠点の考え方

◆海外製造拠点・狙いの市場

※給湯器、タイル、配管事業、食洗器、バイオ、燃料
電池などを縮小撤退時代に合わせた最適なポートフォリ
オを模索してきた
その中でシナジーを生かした投資をすすめ、新領域事業
を育成

４．４
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◆財務パフォーマンス

コロナ禍を受け
見直し中

５．１成果と重要な成果指標
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◆財務・非財務の内部管理

成果と重要な成果指標

事業部、全社にて月次、四半期、年次CA
対前年、対予算vs実績、見込み管理を実施

非財務目標についてはESG関連、3つの革新活動にて
全社横串にてKPI進捗を管理

・ESG推進室：P７参照
・マーケティング革新：新商品比率、お客様満足度 他
・デマンドチェーン革新：納期乖離率、回転在庫日数、
コストダウン活動 他
・マネジメントリソース革新：働き方改革 他

※統合報告書より

５．２ ５．３
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ガバナンス
◆コーポレートガバナンス体制

2019年度 代表取締役・取締役 10名、社外取締役 3名
2020年度 代表取締役・取締役 9名、社外取締役 3名

６．１ ６．４

執行役員 28名が各事業部門を担当
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ガバナンス
◆コーポレートガバナンス体制

６．２ ６．３

喜多村 経理、経営企画
清田 事業企画
白川 国内販売統括
安部 海外販売
林 開発
田口 経理
田村 事業企画、海外
久我 国内販売
清水 開発、事業部

下野 IBM

津田 安川電機
山内 住友軽金属

成清 コーポレート
井上 営業、事業企画他

皿澤 セントラル硝子
丸森 金融
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ガバナンス
◆利益配分の方針

６．５ ６．６

【株主還元方針】
企業体質の強化と将来の事業展開を勘案した内部保留の充実と安定配当
配当性向は連結当期純利益の４０％を目途とし、自己株式の取得につい
ても、資本施策等遂行の必要性、財務体質への影響を考慮の上で判断

■2021年度3月期 計画

◆役員報酬制度の設計と結果
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ガバナンス
◆投資家への発信

６．７


